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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第46期
第１四半期
累計期間

第47期
第１四半期
累計期間

第46期

会計期間

自平成28年
　３月１日
至平成28年
　５月31日

自平成29年
　３月１日
至平成29年
　５月31日

自平成28年
　３月１日
至平成29年
　２月28日

売上高 （百万円） 29,337 27,827 102,224

経常利益 （百万円） 2,359 1,294 5,027

四半期（当期）純利益 （百万円） 1,362 819 2,680

持分法を適用した場合の投資利

益
（百万円） － － －

資本金 （百万円） 3,749 3,749 3,749

発行済株式総数 （株） 42,533,000 42,533,000 42,533,000

純資産額 （百万円） 25,000 26,287 25,843

総資産額 （百万円） 62,155 62,375 58,509

１株当たり四半期（当期）純利

益金額
（円） 32.05 19.27 63.03

潜在株式調整後１株当たり四半

期（当期）純利益金額
（円） 32.04 19.25 62.99

１株当たり配当額 （円） － － 20.00

自己資本比率 （％） 40.2 42.1 44.1

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移につい

ては記載しておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．持分法を適用した場合の投資利益は、当社には関連会社がないため記載しておりません。

 

２【事業の内容】

　当第１四半期累計期間において、当社グループ（当社及び関係会社）が営む事業の内容につい

て、重要な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第１四半期累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありませ

ん。
 

２【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において当社が判断したものでありま

す。
 

(1）業績の状況

　第１四半期累計期間（平成29年３月１日～平成29年５月31日）における、靴小売業界の経営環

境は、個人消費の節約ムードが依然として続く中、快適性とファッション性を両立した商品ニー

ズの高まりや、働く女性の増加によるファッショントレンドの変化、異業種の靴事業拡大などに

より、競争環境はより激化し不透明な状況が続いています。

　このような環境に対応すべく当社は、平成29年度を初年度とする中期３カ年計画をスタートさ

せるとともに、政策骨子として「商品の改革」「売場の改革」「働き方の改革」の３つを軸とし

た経営戦略を進めてまいりました。
 

　とりわけ、最重点施策である「商品の改革」では、ＭＤプロセスの改革による商品力強化、Ｐ

Ｂ（プライベートブランド）商品の再構築とブランディングの強化、オープニングプライスを軸

とする新価格体系の構築と高付加価値商品の開発などを重点施策と位置付け、改革に着手しまし

た。商品の改革を推進するため、従来型のＭＤ計画を見直し、婦人靴・紳士靴を中心に在庫数・

アイテム数の抜本的削減を行い、価値あるＰＢ商品の導入を図りました。しかしながら、快適性

の追求をコンセプトとする機能系ＰＢ「ウエルネスライト」の導入の遅れにより、ボリューム

ゾーン価格帯に商品不足が生じたことや、オープニングプライス商品が客数増加策として成果を

上げた反面、客単価の低下を招きました。
 

　売上総利益率につきましては、市場環境に対応した結果、スポーツ靴や子供靴においてＮＢ

（ナショナルブランド）商品が好調に推移した反面、ＰＢ販売構成比は26.4％（前年同期比5.7

ポイント減）となり、売上総利益率は46.3％（同1.1ポイント減）となりました。
 

　「売場の改革」では、基幹業態の進化に努めるとともに、新規事業の推進とオムニチャネル化

の推進・Ｅコマース事業の拡大に注力しました。活性化を進めた専門店複合型フォーマットは、

昨年から継続して好調であり、アスビーファム業態については、都市近郊への出店強化と地域密

着型品揃えの拡充を図りました。新店については20店舗を出店し、順調に推移しました。

　しかしながら、ＰＢ導入の遅れを主要因とし、「商品の改革」が道半ばとなり、婦人靴・紳士

靴の売上が大きく低下した結果、減収減益となりました。
 

　以上の結果、当第１四半期累計期間の業績は、売上高278億27百万円（前年同期比5.1％減）、

営業利益12億97百万円（同45.0％減）、経常利益12億94百万円（同45.1％減）、四半期純利益８

億19百万円（同39.9％減）となりました。出退店につきましては、新規出店20店舗、不採算店舗

のスクラップを中心に退店６店舗となり、当第１四半期末店舗数は894店舗となりました。
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　当社はセグメント情報を記載しておりませんが、商品別売上状況は次のとおりであります。

　商品別売上状況

商品別 売上高（百万円） 構成比（％） 前年同期比（％）

婦人靴 6,207 22.3 85.1

紳士靴 4,062 14.6 91.5

スポーツ靴 10,116 36.4 100.7

子供靴 5,978 21.5 100.6

その他 1,461 5.2 90.5

合計 27,827 100.0 94.9

 

(2）財政状態

（資産）

　当第１四半期会計期間末の総資産は623億75百万円となりました。

　これは主に現金及び預金並びに売上預け金の増加により、前事業年度末と比較して38億66百万

円の増加となりました。

（負債）

　当第１四半期会計期間末の負債は360億87百万円となりました。

　これは主に電子記録債務及び短期借入金の増加、支払手形及び買掛金の減少により、前事業年

度末と比較して34億21百万円の増加となりました。

（純資産）

　当第１四半期会計期間末の純資産は262億87百万円となりました。

　これは主に利益剰余金の増加により、前事業年度末と比較して４億44百万円の増加となりまし

た。
 

(3）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第１四半期累計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。
 

(4）研究開発活動

　該当事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 144,000,000

計 144,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成29年５月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成29年７月13日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 42,533,000 42,533,000

東京証券取引所

名古屋証券取引所

各市場第一部

単元株式数100株

計 42,533,000 42,533,000 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

　当第１四半期会計期間において発行した新株予約権は、次のとおりであります。

決議年月日 平成29年４月12日（取締役会決議）

新株予約権の数（個） 147

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類 当社普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 14,700（注）

新株予約権の行使時の払込金額（円） １

新株予約権の行使期間
自　平成29年６月１日

至　平成43年５月31日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　　　623

資本組入額　　　312

新株予約権の行使の条件

①新株予約権を割り当てられた者は、権利行使時にお

いても当社の取締役または監査役の地位にあること

を要する。ただし、当社の取締役及び監査役を退任

した場合であっても、退任日から５年以内に限って

権利行使ができるものとする。

②新株予約権については、その数の全数につき一括し

て行使することとし、これを分割して行使すること

はできないものとする。

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡し、またはこれを担保に供すること

はできない。

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －

　（注）当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整するものとする。

　　　　ただし、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的となる株式の数につ

いて行われ、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとする。

　　　　　調整後株式数＝調整前株式数×分割（または併合）の比率

　　　　当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い新株予約権が承継される場合、または当社が新設分割もしくは吸

収分割を行う場合、その他これらの場合に準じ株式数の調整を必要とする場合、当社は必要と認める株式数の調

整を行う。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。
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（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。
 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総数
増減数
（千株）

発行済株式総数
残高
（千株）

資本金
増減額
（百万円）

資本金
残高

（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

平成29年３月１日～

平成29年５月31日
－ 42,533 － 3,749 － 3,579

 

（６）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
 

（７）【議決権の状況】
　当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認
できないため、記載することができないことから、直前の基準日（平成29年２月28日）に基づ
く株主名簿による記載をしております。

 

①【発行済株式】

平成29年５月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式　　 12,200 － 単元株式数100株

完全議決権株式（その他） 普通株式 42,519,100 425,191 単元株式数100株

単元未満株式 普通株式　　　1,700 － －

発行済株式総数 42,533,000 － －

総株主の議決権 － 425,191 －

（注）　単元未満株式には、当社所有の自己株式84株が含まれております。

 

②【自己株式等】

平成29年５月31日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数
（株）

他人名義所有
株式数
（株）

所有株式数の
合計
（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％）

 株式会社ジーフット
 東京都中央区新川

 １－23－５
12,200 － 12,200 0.02

計 － 12,200 － 12,200 0.02

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について

　当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成

19年内閣府令第63号）に基づいて作成しております。
 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期会計期間（平成29年３

月１日から平成29年５月31日まで）及び第１四半期累計期間（平成29年３月１日から平成29年５月

31日まで）に係る四半期財務諸表について有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受け

ております。
 

３．四半期連結財務諸表について

　四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則（平成19年内閣府令第64号）第５条

第２項により、当社では、子会社の資産、売上高、損益、利益剰余金及びキャッシュ・フローその

他の項目から見て、当企業集団の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する合理

的な判断を妨げない程度に重要性が乏しいものとして、四半期連結財務諸表は作成しておりませ

ん。

　なお、資産基準、売上高基準、利益基準及び利益剰余金基準による割合は次のとおりでありま

す。

資産基準 1.6％

売上高基準 0.7％

利益基準 △2.8％

利益剰余金基準 △3.0％
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１【四半期財務諸表】

（１）【四半期貸借対照表】
  （単位：百万円）

 
前事業年度

(平成29年２月28日)
当第１四半期会計期間
(平成29年５月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,525 3,121

売掛金 186 326

売上預け金 2,203 3,879

商品 37,274 37,171

その他 2,295 1,916

流動資産合計 43,486 46,415

固定資産   

有形固定資産   

建物（純額） 3,708 3,998

土地 898 898

その他（純額） 363 359

有形固定資産合計 4,971 5,256

無形固定資産 380 405

投資その他の資産   

敷金及び保証金 6,226 6,341

その他 3,445 3,955

投資その他の資産合計 9,671 10,297

固定資産合計 15,023 15,959

資産合計 58,509 62,375

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 15,727 7,978

電子記録債務 2,702 12,454

短期借入金 6,000 7,000

1年内返済予定の長期借入金 1,281 1,214

未払法人税等 988 642

ポイント引当金 127 109

賞与引当金 221 519

その他 2,954 3,726

流動負債合計 30,003 33,645

固定負債   

長期借入金 1,672 1,417

退職給付引当金 31 31

資産除去債務 866 904

その他 91 89

固定負債合計 2,662 2,442

負債合計 32,665 36,087
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  （単位：百万円）

 
前事業年度

(平成29年２月28日)
当第１四半期会計期間
(平成29年５月31日)

純資産の部   

株主資本   

資本金 3,749 3,749

資本剰余金 3,579 3,579

利益剰余金 17,573 17,968

自己株式 △4 △4

株主資本合計 24,898 25,292

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 923 964

評価・換算差額等合計 923 964

新株予約権 21 30

純資産合計 25,843 26,287

負債純資産合計 58,509 62,375
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（２）【四半期損益計算書】

【第１四半期累計期間】
  （単位：百万円）

 
前第１四半期累計期間
(自　平成28年３月１日
　至　平成28年５月31日)

当第１四半期累計期間
(自　平成29年３月１日
　至　平成29年５月31日)

売上高 29,337 27,827

売上原価 15,429 14,930

売上総利益 13,907 12,896

販売費及び一般管理費 11,546 11,598

営業利益 2,360 1,297

営業外収益   

受取利息 0 0

受取配当金 5 5

受取保険金 2 0

その他 0 0

営業外収益合計 8 6

営業外費用   

支払利息 9 10

その他 0 －

営業外費用合計 9 10

経常利益 2,359 1,294

特別利益   

投資有価証券売却益 0 －

特別利益合計 0 －

特別損失   

固定資産除却損 3 29

減損損失 16 2

災害による損失 109 －

関係会社出資金評価損 59 －

特別損失合計 188 31

税引前四半期純利益 2,171 1,262

法人税等 808 443

四半期純利益 1,362 819
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【注記事項】

（追加情報）

（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）

　「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　平成28年

３月28日）を当第１四半期会計期間から適用しております。
 

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第１四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、

第１四半期累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりで

あります。

 
前第１四半期累計期間
（自 平成28年３月１日
至 平成28年５月31日）

当第１四半期累計期間
（自 平成29年３月１日
至 平成29年５月31日）

減価償却費 303百万円 328百万円

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第１四半期累計期間（自　平成28年３月１日　至　平成28年５月31日）
 　配当金支払額

 
（決議）
 

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年４月13日

取締役会
普通株式 425 10.00 平成28年２月29日 平成28年５月６日 利益剰余金

 

Ⅱ　当第１四半期累計期間（自　平成29年３月１日　至　平成29年５月31日）
 　配当金支払額

 
（決議）
 

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年４月12日

取締役会
普通株式 425 10.00 平成29年２月28日 平成29年５月８日 利益剰余金

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

前第１四半期累計期間（自　平成28年３月１日　至　平成28年５月31日）

当社は、靴及びインポート雑貨等の販売事業の単一セグメントであるため、記載を省略して

おります。
 

当第１四半期累計期間（自　平成29年３月１日　至　平成29年５月31日）

当社は、靴及びインポート雑貨等の販売事業の単一セグメントであるため、記載を省略して

おります。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額

及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期累計期間
（自　平成28年３月１日
至　平成28年５月31日）

当第１四半期累計期間
（自　平成29年３月１日
至　平成29年５月31日）

(1）１株当たり四半期純利益金額（円） 32.05 19.27

（算定上の基礎）   

四半期純利益金額（百万円） 1,362 819

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額（百万円） 1,362 819

普通株式の期中平均株式数（株） 42,520,716 42,520,716

(2）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額（円） 32.04 19.25

（算定上の基礎）   

四半期純利益調整額（百万円） － －

普通株式増加数（株） 11,173 38,103

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり

四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株式で、前

事業年度末から重要な変動があったものの概要

－ －

 

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。
 

２【その他】

　平成29年４月12日開催の取締役会において、次のとおり剰余金の配当を行うことを決議いたしまし

た。

(イ）配当金の総額……………425百万円

(ロ）１株当たりの金額………10.00円

(ハ）効力発生日………………平成29年５月８日
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

 平成29年７月４日
 

株式会社ジーフット
 

取締役会　御中  

 

 有限責任監査法人トーマツ  

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 坂本　一朗　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 大村　広樹　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられてい
る株式会社ジーフットの平成29年３月１日から平成30年２月28日までの第47期事業年度の第１四半期会
計期間（平成29年３月１日から平成29年５月31日まで）及び第１四半期累計期間（平成29年３月１日か
ら平成29年５月31日まで）に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及
び注記について四半期レビューを行った。
 
四半期財務諸表に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して
四半期財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示の
ない四半期財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用す
ることが含まれる。
 
監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務
諸表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる
四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。
　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し
て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我
が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比
べて限定された手続である。
　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
 
監査人の結論
　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公
正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ジーフットの平成29年５月31日現
在の財政状態及び同日をもって終了する第１四半期累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じ
させる事項がすべての重要な点において認められなかった。
 
利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな
い。
 

以　上
 

　（注）　１　上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。

２　XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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